－失業問題に対する対策と提案－

０２E１６４　　小路口　亨

第１章・はじめに

　　現在、日本では不景気の影響からリストラなどで職を失う人が増え、さらに若年層が就職できないという状況が生まれ、失業問題が社会問題と化している。若年層については職を転々とする『フリーター』や仕事や学校にも行かず職業訓練も受けていない『ニート』などの言葉まで出てくるようになっているのが現状である。それは私たちも例外ではなく、むしろ今現在この失業問題に直面しているといえる。しかし、私はこの問題に直面しているからこそ興味を持ったのである。では、この失業問題に対してどのような対策がとられるべきなのか、失業率や要因なども含めて考察していきたいと思う。

第２章・現在の完全失業率

現在まで、完全失業率は２００５年の６月には４．２％と大幅に改善し、１９９８年７月の４．１％以来６年１１ヵ月ぶりの水準に回復したが、同年１１月には４．６％と悪化し、改善に足踏みしているのが現状である。これまでの完全失業率の推移を簡単に表したものは下記の図のようになっている。

　　[image: image1.emf]完全失業率の推移
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しかし、実際これまで何も変わってないということはなく、先ほども述べたように６月に改善の兆しを見せていた。これはなぜかというと、近年は『２００７年問題』とまで称される、昭和２２年～２４年に生まれた人口の多い『団塊の世代』と呼ばれる人々が定年を迎えることから正社員の割合低下が起こるため人材が不足し、技能の継承を困難にするなどの悪循環を防ぐなどの理由から、これまで多かった「勤め先都合」という失業理由が影を潜め、リストラで採用を抑制してきた企業が、採用増に転じたことが大きく寄与していると考えられている。

では、改善するかにみえた失業率がなぜ足踏みしているかというと、これは従来の仕事を辞め、より良い仕事を探す人が増えたことが主因で、自発的な失業のため今後の大きな問題になるというようなものでなく一時的なものである。したがって改善の兆しは確かなものといえる。また、雇用と景気は関係が深く、雇用の改善は景気のけん引役である個人消費にもプラスになるため、今後に期待が持たれている。

第３章・失業者増加の要因

失業者が増えた理由としては、不景気からのリストラもあるが、障害者の就職者が少ないことの他に、若年層は『ニート』のように就職する意欲がないということのほかに、企業が正社員ではなく、派遣社員や契約社員、パート、フリーターを好んで採用するようになったという、需要側の要因もある。企業にとって、フリーターとはいつでも必要なときに雇い、不要となればすぐに解雇できる「安価な使い捨て労働力」である。フリーターは、供給側の主観としては、嫌な仕事に拘束されずに自己実現をめざす手段であるが、客観的には、企業が雇用調整のためにいつでも必要なときに切り捨てることができる「便利な」存在である。つまり、フリーターとは「夢見る使い捨て労働力」と言えよう。

企業が、若者の正社員を減らし、フリーター雇用を増やそうとすることには次のような原因がある。

まず、企業を構成する正社員の人口構成が高齢化し、年功賃金のもとで人件費が増加した。余剰労働力の削減が必要だが、中高年を解雇することは、解雇を厳しく制限する現行の「解雇権濫用法理」のもとでは難しい。そこで、雇用調整のためには新規雇用、学卒雇用を抑制するしかない。

次に、採用された正社員が企業の「戦力」となるまでには、長い時間と多くの教育・訓練費用の投資が必要となる。しかし、激変する経済環境の下で、多くの即戦力となる労働者が、これまでの雇用主を離れ、新たな職場を求めるようになった。今や企業は、教育コストを投下することなくして、優秀な労働力を中途採用によって確保できるようになった。こうして、手間もカネもかかる新卒採用を抑制することが、企業の利潤追求に整合的な戦略となった。

第三に、先進国で今や主要な雇用吸収力となっているサービス業で、業務のマニュアル化が進んでいることが、多数の正社員を維持する必要を低下させている。「マクドナルド」に代表されるような最近のサービス業では、業務の標準化・規格化が進み、管理に専念する一握りの正社員のほかは、マニュアル化された仕事をこなすパートやフリーターがいれば十分という状態になっているのである。
第４章・景気の状況

　　先ほども述べたように、雇用と景気は深く関係している。景気が上向けば雇用の増加につながるといっても過言ではない。では、現在の景気はどうなっているかというと、内閣府が１１日に発表した、昨年１１月の景気動向指数で、景気の現状を示す一致指数が６６．７％と、景気が上向いているかどうかの分岐点である５０％を４カ月連続で上回っていることがわかった。ということは、景気は回復し始めているということができる。

　　しかし、景気の回復を国民が実感しているかというと、おそらく大部分が実感できてはいないと考えられている。実際、景気の回復の流れは現段階では大企業では感じることができても、中小企業では確かなものといえないためである。だが、これはあくまで現段階の話で、景気は回復の兆しを見せているといえる。この先の増税が個人消費に水を差すことになるのではないかと危惧する声も挙がっているが、ここは政府が確実な景気回復を実現するための対応をしないといけないだろう。

第５章・これまでとられてきた対策

　　こうした失業問題に、これまでどのような対策が採られてきたかというと、全てではないが、大きく分けて次のようなものがあげられる。

・雇用の創出

・能力訓練

・新規企業の支援

・企業側と求職者側のミスマッチの解消

・短時間の正社員などワークシェアリングの推奨

・インターンシップ制度の導入

・Ｕ・Ｉターン就職支援

・雇用対策を支えるための財政政策（緊急地域雇用創出特別補助金など）

・障害者に対する職場適応援助者（ジョブコーチ）
　　これらの対策が国、または地方で実地されてきたわけだが、おそらく多少の効果はあったのであろうが、完全失業率の推移を見る限り、確かな効果を挙げたとはいい難い。かといってこれらの対策が無駄というわけではなく、この先も必要なものであり、より一層推進されるべきものといえるだろう。

第６章・これからの対策と提案

では、これまでの対策と同時に、今後どういった対策が採られていくのか、いくべきなのか、気になったものを例としてあげつつ、みてみたいと思う。

　【団塊の世代の失業者に対して】

１・定年雇用延長に対するそれぞれの対応

失業問題というのは、年金問題とも深く関わっており、厚生年金の支給開始年齢引き上げによる『年金空白期間』の解消から高年齢者雇用安定法の改正がなされ、下記の表のように今年の４月から、これまで６０歳までとされていた定年雇用が、平成２５年度までに６５歳まで段階的に延長されることが企業に義務付けられることとなった。

	平成18年4月1日から平成19年3月31日まで 
	62歳 

	平成19年4月1日から平成22年3月31日まで 
	63歳 

	平成22年4月1日から平成25年3月31日まで 
	64歳 

	　　　　 平成25年4月1日から
	65歳 


・ビール業界

にビール業界がいち早く動き、キリンビール・サントリーに続きアサヒも雇用延長を制度化するようだ。

　　　

・ローソン

また、ビール業界とは別にコンビニエンスストアの大手であるローソンがおもしろい方針をとる。それは『団塊の世代』を『金の卵』と称し、今後、ますます高齢化社会となっていくことから、高齢化社会に対応した商品やサービスを開発するため、定年を控えた５５歳以上の中高年を積極採用するというものである。流通業界にとって高齢者向けの店舗運営が大きな課題となっており、新しい雇用の取り組みとして注目されることだろう。

　　　
２・団塊の世代を狙った地方自治体の対応

・島根県

島根県は、団塊の世代が定年退職を迎えるのを契機にＵ・Ｉターンを促すため、来年度から職業紹介や住宅相談などの総合対策に乗り出す。昨年、県出身者に送ったアンケートで関心が高かった農業への参入の支援も検討。人口減が続く中で、　　　能力や資産を持つ同世代を県内に呼び込み、地域活力につなげる狙いである。
　　　　昨春のアンケートは県出身者二万人に発送。返信してきた二千百人のうち、団塊の世代を含む五十代以下の四割が定年後のＵターンを希望するか、または検討して　いる実態が分かった。
　　　　県は、来年度予算で団塊の世代を中心とした定住対策を、削減が続く各部局予算と別枠の緊急対応枠に位置付け。一連の事業には四千六百万円が予算要求されており、所要額が来年度予算案に盛り込まれる。
　　　　事業は、ふるさと島根定住財団を総合窓口とし、アンケート結果からＵターンの障害となっている「仕事」と「住まい」など、必要な情報を一元管理するワンストップサービスを目指す。

　　　　具体的には、無料職業紹介の機能を持つ同財団が求人情報を収集し、希望者とマッチング。住まいは、県建築住宅センターと連携して賃貸物件などの情報提供を行い、空き家の活用を行うＮＰＯとの連携も検討する。
　　　　定住後の就農希望に対応するため、飯南町にある中山間地研究センターなど県機関でＵ・Ｉターン者向けの農業研修を実施して、農地の購入や貸借についても便宜を図る考えである。
・奈良県

他にも奈良県が、『団塊の世代』が持つ豊富な経験や知識、技術をデータベース化し、県の産業活性化に活用する仕組みを構築し、ハローワークなどと連携して、蓄積した情報を企業に提供、求人情報を登録する企業との間で人材の需要と供給をマッチングするという全国的にも珍しい試みで、これもまた注目されるだろう。
このように国の対応だけでなく、地方の自治体独自の対応が重要といえる。

　【若年者の失業者に対して】

また、雇用が改善の兆しを見せているとはいえ、依然、若年層の失業率は高く、職を転々とする『フリーター』や、仕事や学校にも行かず訓練も受けていない『ニート』と呼ばれる若者はいまだに増え続けている。こうした若者をいかに就職につなげるかが完全失業率の大幅低下につながると考えられる。

国や自治体も、次のような対策を考えているようだ。

・フリーター対策として教育段階からの予防的対策に重点を置き、総合的な若年雇用対策を推進すること

・非正社員と正社員の均等待遇を軸にすえ、社会保険など労働条件の確保に力を注ぐとすること

・有給インターンシップ制度の普及を掲げ、スキルアップ支援を推進すること

・イギリスで実績のある若者の自立のための個人アドバイザーによるマン・ツー・マンの就労支援
しかし、いくら対策を考えてもその声が若者自身に届くかどうかが問題なのである。フリーターの中には就職意欲がないというわけではない若者もいるだろうが、ニートの場合、就職の意欲もなく学校・職業訓練も受けないため、対策の存在が知られることがないうえに、知ってもらえても行動を起こすのはその若者自身なため、どんなにポイントをついた対策でも厳しいものがある。どうすれば行動を起こしてもらえるのだろうか。国・自治体共にそこまでの具体策は出せていない。

極端な話ではあるが、労力が大きくかかってしまうことや、人手不足などが考えられるが、先ほども挙がった個人アドバイザーなどの自宅訪問や、新聞やＴＶ、インターネットなどのメディアを使った情報提供、また保護者の協力を元に対策の内容を知ってもらうための説明会などのイベントへの参加を促すなど、正直確実性があるとはいえないものばかりだが、人の心の問題なため地道なことが一番の道ではないかと考える。また、自由民主党所属の衆議院議員、杉村太蔵氏が率先して若年層の失業問題、特にニートに対して力をいれているようで、一度、フリーターやニートの若者への講演会を見る機会があったが、思った以上に若者たちが心を許しているようだった。今後の活動にも大いに期待している。

　【身体障害者の失業者に対して】

さらに、若年層・中高年者だけが失業者ではなく、身体障害者の失業者ももちろん存在する。中には働くこと以前に動くことなどができない人もいるだろう。しかし、逆に十分働く能力がある人や、何か一つでも抜きん出たものを持つ人も当然いるわけであるが、そうした障害者の雇用も、最近ではわずかながらにだが改善してきている。国が法によって定めている障害者雇用率も達成されているわけではないが、徐々に増加してきている。

障害者を積極採用する企業も少なからず増えてきており、企業独自で無料セミナーを開催することや、経験豊富な相談員が職を紹介すること、そして障害者を採用するという企業を集めた説明会などを催すところも増え、良い傾向になりつつある。

また、これも興味を引いたことなのだが、最近、中小企業に対してＩＴによる情報管理などの導入を勧めることを主とした事業を起業した方が、それと同時にその中小企業に対して、在宅でも管理できるシステムとコンピュータの扱いを得意とする障害者を紹介するということを行っている。正直なところ、ＩＴの導入を勧められても扱える人材がいないために首を横に振る中小企業が少なくないようだ。そこで、就職に困っているＩＴを得意とする障害者を紹介することで解消でき、失業問題の緩和にもつながるというわけなのである。

第７章・矛盾点

　　　以上のものがこの先の対策として考えられているが、よく考えると一つの矛盾点が浮かび上がる。

それは、団塊の世代の定年退職によって雇用の受け皿が増えると考えられているが、団塊の世代の定年雇用の延長により結局これといった変化が得られないのではないかということである。確かにこういった考えを持ってしまうのはごく自然な流れであるが、第６章にもあるように、定年雇用の延長は段階的なものである。つまり、今年６０歳を迎える人は定年退職に変わりなく、団塊の世代が退職する分そのまま増えるというわけではないが、現在の状況からすると飛躍的に増えるのは間違いないのである。

第８章・最後に

これまでの対策や確実な対応策はもちろんのこと、島根県や奈良県、ローソンやＩＴを得意とする障害者を紹介するなど、こうした独自且つ斬新な取り組みこそ、この先本当に必要であるといえるのではないだろうか。そして、それと同時に私は本当に興味を引かれ、大きく期待を持ってしまう。

なにより今後は『団塊の世代』が定年を迎えることから、雇用の受け皿は大きくなるため、失業率の低下に大きな期待が寄せられている。

そして、国もどこの自治体もこの状況に安心することなく、イギリスの個人アドバイザーという手法を取り入れたように、狭い考えにとらわれず、国内でもそうだがそれだけに止まらず、日本と同様に失業問題に苦しむヨーロッパなどの海外にも目を向け、広い視野・考えを持っていってもらいたい。そして、問題解決に貪欲な姿勢で取り組み、よいアイデアはどんどん取り入れ、雇用の改善につなげていってほしい。
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